
平成30年度　基本施策評価シート（部別）

基本目標

基本方針

基本施策名

安全・安心で快適なまち

災害に強いまち

防災体制の充実

作成者

評価者

所属 職名 氏名

危機管理課 課長 古幡　彰

１　基本施策に対する基本姿勢

現状

安曇野市は、急峻な山と高低差のある地形や、複合扇状地という地理的背景から、台風や異常気象による集中豪雨によって起こる災害が懸念
されます。また、牛伏寺断層を含む糸魚川ー静岡構造線断層帯を震源とする地震など、直下型地震による影響も計り知れません。こうした自
然現象による災害に加え、都市化、高齢化、国際社会等の社会構造の変化による核家族化などによる家庭や地域の養育・会議機能の低下等に
伴い、災害発生時に災害時要援護者が被害を受ける事例が多く見受けられることから、市、県並びに社会福祉協議会などの関係機関は、地域
住民や自主防災組織等の協力を得ながら、災害から災害時要援護者を守るための防災対策の一層の充実が求められています。

基本方針
(目指すべき方向性)

防災・減災対策を充実させるとともに、市民の防災意識を高め、地域が主体となって防災活動に取り組むまちを目指します。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H28 H29 H30 達成率 進捗状況 所管課

防災訓練参加者数 人 9,294 12,000 8,143 67.9 順調 危機管理課

施策指標の進捗状況と分析
災害対策基本法第48条に基づき、防災関係機関と地域住民が相互に連携して、大規模災害発生時の初期対応と応急対策を迅速かつ的
確に実施し、安曇野市における総合的な防災体制を確立するとともに、市民の防災意識の高揚と災害対応力の向上を目的として、安
曇野市総合防災訓練を実施します。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H28 H29 H30 H31 R 2 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0109050
防災行政無線維持整
備事業

消防防災係 31,290,163 21,966,859 31,841,182 85,098,204
施設の管理
運営

期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.2

2 0109070
緊急割込み放送シス
テム維持整備事業

消防防災係 10,934,506 3,910,152 14,844,658
施設の管理
運営

新規 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.5

3 0109080 防災計画策定事業 危機管理担当 24,500 28,000 28,000 80,500 義務業務 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.35

4 0109090 防災啓発事業 危機管理担当 2,076,661 14,345,329 11,130,323 18,997,000 6,386,000 52,935,313 定型業務 継続 期限なし
事業の進め
方の改善が
必要

2.29

5 0109100 防災組織支援事業 危機管理担当 〇2,266,293 5,517,098 4,957,982 5,940,000 5,940,000 24,621,373 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.01

6 0109110 防災情報共有化事業 危機管理担当 5,561,496 4,379,976 4,205,366 14,146,838 定型業務 期限なし

事業効果を
高めるため
の方策を検
討

0.51

7 0109120 防災広場管理事業 危機管理担当 2,485,288 2,236,842 2,367,279 7,089,409
施設の管理
運営

期限なし

事業の縮小
・廃止のス
ケジュール
を検討

0.52

8 0109130 災害対策事業 危機管理担当 〇33,644,030 24,114,698 22,697,280 22,268,000 22,259,000 124,983,008 定型業務 継続 期限なし

事業効果を
高めるため
の方策を検
討

0.98

9 0109132 防災倉庫設置事業 危機管理担当 2,352,801 2,352,801
ハード（新
規）

新規

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.34

10 0109140 災害対策総務費 危機管理担当 1,478,688 2,260,550 82,761,806 86,501,044 定型業務 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.34

合計 78,827,119 85,783,858 166,252,171 47,205,000 34,585,000 412,653,148

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

Ｈ30年度より、安曇野市防災広場を主会場として、自主防災組織を中心とした共助の充実強化を目的とし、市総合防災訓練を実施し
ています。各訓練会場では、防災関係機関の指導のもと、市内全域の自主防災組織の代表者による実践的な訓練や、大規模災害が発
生した際の避難所運営のため、地域住民を主体とする避難所開設・運営のための図上訓練を実施しています。今後も、さらなる市民
の自助意識の高揚を促すため、参加者が訓練開始の合図とともに、一斉にそれぞれの場所で自身の安全確保を行う自主参加型の、ア
メリカで始まった地震避難訓練である「シェイクアウト訓練」（①まず低く、②頭を守り、③動かない）を実施し、市民一人ひとり
の防災意識の高揚と、災害対応力の向上を図ります。なお、このシェイクアウト訓練への30年度防災訓練での参加者は3,925人であ
ったため、更に参加者を募ります。

重点化事務事業の考え方

市民の防災意識の向上のため、年三回、地域自主防災会議を開催し、地域単位での防災力強化を推進します。また、95の自主防災組
織中、地区の防災計画がない33の自主防災組織に対して、2021年までには策定するよう働きかけるとともに、全組織が防災訓練を実
施するよう指導していきます。また、情報伝達手段の一つであるメール配信サービスは、現行のシステムのリース期間が満了したた
め、クラウドサーバで管理する新システムへ移行します。新システムは利便性が向上するため、緊急情報の伝達手段の一つとして、
さらなる充実を図ることができます。

縮減・廃止事務事業の考え方

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

地域防災力の向上・強化には、行政や町内会、自主防災組織の役員だけが行うのではなく、市民一人ひとりが危機管理意識を共有す
ることが重要になります。そのためには、出前講座や研修会などを継続的かつ定期的に開催し、具体的かつ実践的な訓練になるよう
、検討する必要があります。なお、従来の防災訓練は、警察、消防、自衛隊などの大型機材を訓練会場に入れ、見せる訓練でしたが
、最近は、より実践的な訓練として、自主防災組織を中心とした「共助」の充実強化のための訓練にシフトしたため、一般参加の市
民が少なくなってきていることは否めませんので、今後は、市民一人ひとりが一定の責任を果たすために「市民参加型」の防災訓練
を目指します。



平成30年度　基本施策評価シート（部別）

基本目標

基本方針

基本施策名

安全・安心で快適なまち

災害に強いまち

消防・救急体制の充実

作成者

評価者

所属 職名 氏名

危機管理課 課長 古幡　彰

１　基本施策に対する基本姿勢

現状

近年、災害は複雑化・多様化しており、今までに経験したことのない災害が発生することも想定されることから、最大限の消防力を効果的に
発揮できる体制を整えることが求められるため、消防団詰所の耐震補強工事や消防車両の更新、資機材の整備など消防防災施設や設備の充実
に努めています。また、消防団自体に関しても、社会情勢や地域の実情を踏まえた上で、組織形態などについて必要な見直しを行うほか、松
本広域消防局との連携を一層進め、消防・救急体制の充実を図っていくことが求められています。

基本方針
(目指すべき方向性)

災害状況を迅速かつ的確に判断して、最大限の消防力が効果的に発揮できるよう、消防団の充実を図り、消防施設や消防設備の整備を進めま
す。

２　施策指標

指標 単位 （設定時）目標値 H28 H29 H30 達成率 進捗状況 所管課

消防団協力事業所表示制度における協力事業所数 事業所 51 65 50 76.9 順調 危機管理課

施策指標の進捗状況と分析

地域防災の中核的存在である消防団は、団員数が年々減少し、昭和31年に約180万人いた消防団員も今では、約84万人となっており
、このままでは地域の防災体制に支障をもたらすことになると憂慮されています。また、全消防団員の約7割が被雇用者であること
から、消防庁では、消防団員を雇用する事業所の消防団活動への一層の理解と協力を得るため、平成18年度より、消防団活動に協力
している事業者を顕彰する「消防団協力事業所表示制度」を構築し、市町村に導入推進を図ってきました。安曇野市では、平成19年
度からこの制度を導入しており、平成30年度末では、事業所の閉鎖や、事業所に消防団員がいなくなったなどにより、協力事業所数
は50社と、設定時より1社減となっておりますので、新入団員等の事業所が登録済であるかの確認を改めて実施するとともに、市ホ
ームページや広報誌により制度を周知していく必要があります。

３　基本施策を構成する事務事業の評価 （単位：円）

No コード 事務事業名 所管課 重点化
事業費 事務事業の状況

H28 H29 H30 H31 R 2 合計 事業区分 新/継 終期 方向性 正規職員数

1 0109010 常備消防負担金事業 消防防災係 1,011,983,075 1,009,419,900 1,008,077,050 3,029,480,025 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.1

2 0109020 非常備消防運営事業 消防防災係 〇233,931,822 223,291,067 112,821,517 128,119,000 128,731,000 826,894,406 定型業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1.5

3 0109022
分団等運営補助金交
付事業

消防防災係 13,580,000 13,700,000 13,700,000 40,980,000 政策的業務 継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.3

4 0109030 消防団車両更新事業 消防防災係 22,344,760 29,642,929 29,470,000 31,139,000 112,596,689
ハード（継
続）

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.1

5 0109040
消防施設維持整備事
業

消防防災係 119,043,955 79,305,030 41,944,909 240,293,894
施設の管理
運営

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

1

6 0109042
消防団詰所更新・統
廃合事業

消防防災係 〇18,684,000 45,800,000 15,950,000 80,434,000
ハード（継
続）

継続 期限なし

現状のまま
事業を実施
することが
適当

0.3

合計 1,387,303,612 1,312,015,997 1,224,750,405 217,089,000 189,520,000 4,330,679,014

事務事業量とコスト
(費用対効果)の分析

社会情勢の進展に伴い、産業構造や就業構造が大きく変化し、全消防団員の約7割が被雇用者となっています。このような状況の中
で、消防団の活性化を図るためには、被雇用者が入団しやすく、かつ消防団員として活動しやすい環境の整備が求められていること
から、事業所の消防団員活動に対する一層の理解と協力が必要となってきます。このような中、消防庁では「消防団協力事業所表示
制度」を導入しました。この制度は、勤務時間中の消防団活動への便宜や、従業員への入団促進など、事業者としての消防団への協
力が事業所としての社会貢献として広く認められるものです。これにより、事業所の信頼性が向上するとともに、事業所の協力によ
り地域防災体制の一層の充実が図られます。

重点化事務事業の考え方

消防団員の確保を円滑に進めるため、消防団に対する理解を向上させることに重点を置いた広報活動を展開するとともに、団内部に
設置した「消防団員確保対策委員会」の体制を充実させ、団員確保対策を講じています。また、社会情勢や地域の実情を踏まえた上
で、分団・部の統廃合など、組織形態について必要な見直しを行い、消防団に入団しやすく、活動しやすい活動環境を整備する必要
があります。

縮減・廃止事務事業の考え方

総合評価
(次年度へ向けた課題の抽出含)

平成30年8月7日に、市長より消防委員会委員長に対して、消防団組織と消防団員定数の見直しに関し、「近年の多様化する消防団活
動の活性化を一層推進するため、団組織や団員定数等の適正な体制整備を検証し、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図っ
ていく必要がある」という内容の諮問書の提出がありました。以後、消防委員会では、諮問内容について審議し、本年10月には答申
書を提出する予定です。また、分団・部の統廃合に関しては、6分団1部と3部の統合、10分団1部の3班の統合、11分団2部と3部の統
合を計画していますが、いずれも新たに詰所を建設する必要があるため、「安曇野市消防団詰所統廃合事業計画」により、計画的に
進めていきます。


